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【ファンドの特色】

【基準価額の推移】 【基準価額及び純資産総額】

【騰落率（税引前分配金再投資）】

【分配実績】

設定日：2002年3月26日
上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。
基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。
税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。

１万口当たりの分配金額(税引前)です。 
運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

【基準価額の要因分析】

四捨五入の影響により、基準価額
変動額と内訳の合計が一致しない
ことがあります。

• マザーファンドへの投資を通じて、実質的に米国ジニーメイ・パス・スルー証券等の米国高格付け証券に投資を行います。

• インカムゲインを中心として長期的に安定した収益の獲得を目指します。

• 原則として、外貨建資産の為替ヘッジは行いません。

• 原則、毎決算時（毎月15日、休業日の場合は翌営業日）に分配方針に基づき、収益分配を行います。

ジニーメイ・パス・スルー証券とは・・・

金融機関が住宅ローン債権を集め、証券化したものに、米国政府の一機関であるジニーメイ(米国政府抵当金庫）が元利金の期日通りの支払
いを保証した米ドル建て証券です。証券化される住宅ローン債権は、米国連邦住宅局の保険または米国退役軍人省の保証などが付されたも
のが対象となります。住宅ローンの毎月の元利返済金は、ローンの回収手数料、ジニーメイの保証料等を差し引いた上で、投資家に毎月支
払われます。
ジニーメイ・パス・スルー証券は、一般的に米国国債と同等の信用力を有していると考えられています。

（円）
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税引前分配金再投資基準価額

基準価額

基準価額 8,749円 純資産総額 約151億円

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

2.30% 3.08% 6.08% 12.99% 25.03% 74.48%

決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金

2021年5月 9円 2021年11月 9円 2022年5月 9円 2022年11月 9円 2023年5月 9円 2023年11月 9円

2021年6月 9円 2021年12月 9円 2022年6月 9円 2022年12月 9円 2023年6月 9円 2023年12月 9円

2021年7月 9円 2022年1月 9円 2022年7月 9円 2023年1月 9円 2023年7月 9円 2024年1月 9円

2021年8月 9円 2022年2月 9円 2022年8月 9円 2023年2月 9円 2023年8月 9円 2024年2月 9円

2021年9月 9円 2022年3月 9円 2022年9月 9円 2023年3月 9円 2023年9月 9円 2024年3月 9円

2021年10月 9円 2022年4月 9円 2022年10月 9円 2023年4月 9円 2023年10月 9円 2024年4月 9円

 設定来累計 5,233円

基準日 2023年12月15日 2024年1月15日 2024年2月15日 2024年3月15日 2024年4月15日

基準価額変動額 -131円 179円 155円 -90円 197円

投資先ファンド 342円 31円 -145円 25円 -75円

為替要因 -468円 154円 306円 -110円 278円

信託報酬 -5円 -6円 -6円 -5円 -6円

分配金 -9円 -9円 -9円 -9円 -9円

基準価額 8,344円 8,514円 8,660円 8,561円 8,749円

＜ 1 /7＞ 
2024年4月15日現在

市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク
特性を正確に反映できる指標が存在しないため、現状では、当ファ
ンドの収益率及びリスク特性を特定のベンチマークと比較しており
ません。

ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値です。
騰落率は実際の投資家の利回りとは異なります。

（年）
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＊三菱UFJ銀行が発表する対顧客電信売買相場の仲値により円換算しております。
 ＊＊債券を対象とした組入比率です。
 小数点以下第2位四捨五入のため、組入比率の合計が100.0にならない場合があります。

【マザーファンドの資産構成】

【ご参考 ：  マザーファンドが保有する外国籍ファンドの状況】

バミューダ籍
フランクリン・テンプルトン U.S.ガバメント・セキュリ
ティーズⅡ・ファンド

ルクセンブルグ籍
フランクリン・テンプルトン・インベストメント・ファ
ンズ - フランクリン U.S.ガバメント・ファンド

米国籍
フランクリンＵ．Ｓ．ガバメント・セキュリティーズ・
ファンド

小数点以下第2位四捨五入のため、合計が100.0にならない場合があります。
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2024年3月末現在

フランクリン・テンプルトン・インベスト

メント・ファンズ - フランクリン　U.S.ガ

バメント・ファンド（ルクセンブルグ籍）

フランクリン・テンプルトン　U.S.ガバメ

ント・セキュリティーズⅡ・ファンド（バ

ミューダ籍）

純資産総額* 8.2億米ドル 0.7億米ドル

(約 1,246 億円) (約 105 億円)

デュレーション  5.85 年  5.55 年

平均クーポン 3.47% 3.58%

最終利回り 5.00% 4.91%

平均残存年数  7.53 年  6.85 年

証券組入比率 97.8% 98.3%

2.2% 1.7%

クーポン別組入比率**

3%未満

54.2%

3-5%

29.8%

5-7%

14.2%

7%以上

1.8%

3%未満

51.2%
3-5%

34.8%

5-7%

13.9%

7%以上

0.1%

ジニーメイ・

パス・スルー証券

98.3%

短期金融

商品等

1.7%

ジニーメイ・

パス・スルー証券

97.8%

短期金融

商品等

2.2%

比率

外国籍ファンド 99.3%

うちバミューダ籍 69.8%

うちルクセンブルグ籍 29.6%

うち米国籍                   ー

コール・ローン等 0.7%
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3月の米国住宅ローン担保証券市場全体のリターンはプラスとなりました。ジニー・メイ・パス・スルー証券は、他のエージェンシー
MBS（政府支援機関が元利金を保証しているMBS）のリターンを上回りました。住宅ローン金利の主要な指標金利のひとつである
フレディマック30年（固定）金利は低下しました。

3月のFOMCにおいて、パウエルFRB議長は年内のどこかの時点で利下げに踏み切るというハト派的なメッセージを発信しました。
FRBはインフレ率が低下するには時間がかかることを覚悟しているため、運用チームではFRBは利下げを望んでおり、そのために
はインフレ率の高止まりを容認するとみています。FRBの直近の経済予測で明らかになったように、運用チームでは現在の制限
的な政策金利水準と財政の状況で米景気の底堅さが続いた場合、FRBは長期および短期の中立金利水準を見直さざるを得ない
と主張してきました。2025年と2026年の政策金利見通しの中央値が引き上げられたのは、財政赤字が大幅に拡大し、金融環境が
政策金利の上昇に見合うほど引き締まっていないため、短中期の中立金利がより高くなる可能性が高いことをFRBが認めたため
です。FRBの中立政策金利の予想は2.6%まで上昇しましたが、運用チームの予想する4%前後を大きく下回っています。

住宅ローン金利は7%近くにあり、2023年の水準よりはやや高いものの、期限前返済リスクは引き続き低水準にとどまると予想して
います。そのため、MBSはクレジット投資において魅力的なインカム、リスク調整後リターン、分散効果をもたらすとみています。投
資家は、周辺セクターのクレジット・スプレッドが過去10年間で最もタイトな水準に近づいたため、エージェンシーMBSセクターへの
オーバーウエイトを増やしました。しかし、FRBは既にMBSを買い入れておらず、銀行の需要はまだ目立って増加していません。当
面の明確な需要が見当たらないため、金利とスワップのボラティリティが上昇すると、MBSのボラティリティも高止まりする可能性
があります。

【市場動向と見通し】

当日の基準価額算出に用いられる債券価格・株式価格は、前日の海外市場の引値が適用されます。上記海外市場の金利、株価指数において日本の営
業日に応答する海外市場が休日の場合、その前日の指数を提示しています。
なお、為替レートは当日のものが適用されます。

＜ 3 /7＞ 
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当期の米国国債市場では、利回りが上昇（価格は下落）しました。期の前半は、米連邦公開市場委員会（FOMC）で年内3回の利
下げ見通しが据え置かれたことから、利回りは低下しました。期の半ばは、米国の製造業統計が好調となったほか、雇用統計で
雇用者数が市場予想を大幅に上回って増加したことなどから米連邦準備制度理事会（FRB）が利下げを急がないとの見方が強ま
り、利回りは上昇しました。期の後半は、米国の消費者物価指数（CPI）や小売売上高の伸びが市場予想を上回ったことで、FRB
が利下げ開始時期を後ずれさせるとの観測が強まり、利回りは一段と上昇しました。

当期の米ドル・円相場は、米ドル高・円安となりました。期の前半は、日銀がマイナス金利の解除などを発表したものの、市場では
既に織り込み済みとの見方が強かったため、実際に金融政策決定会合で修正案が発表された後は、米ドル高・円安が進みました。
その後、日本の財務省・金融庁・日銀が三者会合を開き、足元の円安進行をけん制したことから、米ドル・円相場は上値の重い展
開となりました。期の半ばは、日本の政府・日銀による為替介入に対する警戒が続く中、米ドル・円相場は方向感を欠く展開となり
ました。期の後半は、米国のCPIの伸びが市場予想を上回ったことなどから、FRBの利下げ開始時期が後ずれするとの観測が強
まり、米ドル高・円安が進みました。

＜為替市場　2024年3月15日-4月15日＞

＜3月の住宅ローン担保証券市場＞

＜3月末時点での見通し＞

設定来の米国10年国債利回りおよびFF金利 設定来の為替相場（米ドル/円）
2002年3月26日～2024年4月12日 2002年3月26日～2024年4月15日

        出所：Bloomberg        三菱UFJ銀行が発表する対顧客電信売買相場の仲値
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【投資リスク】

●当ファンドは、マザーファンドを通じて投資信託証券への投資を行うことで、実質的に米国高格付け証券を主な投資対象としています 。

当ファンドの基準価額は、投資信託証券および投資信託証券の組入れた有価証券等の値動き、為替相場の変動等の影響により上下しま

すので、これにより投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託証券および投資信託証券の組入れた有価証券等の発行者の経

営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込むことがあります。

●投資信託は預金等ではなく、預金保険機構の保険金の支払対象ではありません。

●投資信託は保険契約ではなく、保険契約者保護機構の補償対象契約ではありません。

●投資信託は元本は保証されていません。

●登録金融機関は、金融商品取引業者とは異なり、投資者保護基金に加入しておりません。

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

●大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、

一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。

これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延

する可能性があります。

＜投資信託ご購入時の注意点＞

【基準価額の変動要因】

■主な変動要因

価格変動リスク

○有価証券等の価格変動リスク

ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、投資信託証券（投資対象ファンド）に投資を行い、投資対象ファンドは主
にジニーメイ・パス･スルー証券等の米国高格付け証券などの値動きのある有価証券等を投資対象とします。ファンドの

基準価額は、ファンドおよび投資対象ファンドが組入れたこれら有価証券等（以下、「組入有価証券等」といいます。）の
市場価格の変動による影響を受けます。

○為替変動リスク
外貨建資産への投資を行う場合には、為替相場の変動による影響を受けます。

ファンドがマザーファンドを通じて投資を行う投資対象ファンドおよびジニーメイ・パス･スルー証券等の米国高格付け証
券は米ドル建てです。ファンドは原則として為替ヘッジを行いませんので、為替相場の変動の影響を受けます。

流動性リスク
市場規模や取引量が少ない場合、組入有価証券等を売却する際に市場実勢から期待される価格で売却できない可能
性があり、不測の損失を被ることがあります。このような場合には、ファンドの基準価額はその影響を受けることがあり

ます。

信用リスク
ファンドおよび投資対象ファンドが保有する有価証券等の発行体および有価証券等の取引の相手方の経営・財務状況
の変化ならびにそれらに関する外部評価の変化等により、損失を被ることがあります。このような場合には、ファンドの

基準価額はその影響を受けることがあります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

ファンドは、値動きのある資産に投資しますので、基準価額が変動します。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものでは
なく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用により生じた利益および損失はすべて投資者

の皆様に帰属します。なお、投資信託は預貯金とは異なります。
ファンドは、マザーファンドを通じて投資信託証券への投資を行うことで、実質的に米国高格付け証券を主な投資対象とするため 、以下の

「主な変動要因」などがファンドの基準価額に影響を及ぼします。

金利変動リスク
他の債券同様、ジニーメイ・パス・スルー証券の価格も通常、金利が上昇すれば下落し、金利が低下すれば上昇す
るといった特性を持っており、金利変動の影響を受けます。

米国投資リスク
ジニーメイ・パス・スルー証券は、米国の住宅ローン債権を証券化した債券であるため、米国の経済および市場動向
によっては投資成果が影響を受けることがあります。

価格変動リスク

ジニーメイ・パス・スルー証券は、米国政府機関であるジニーメイ（政府抵当金庫）が元利金の期日通りの支払いを
保証する債券であるため、一般的に、米国国債と同等の高い信用力を有すると考えられています。しかしながら、そ

のことは証券価格および利回りが保証されていることを意味するものではありません。また、売却時又は償還時には
取得時の価格を下回る可能性があります。

期限前償還リスク

ジニーメイ・パス・スルー証券は、住宅ローンの借換えなどにより、一般的に金利が低下すると期限前償還が増え、
逆に金利が上昇すると期限前償還が減少する傾向があります（期限前償還は金利変動の他にも様々な要因によっ

て発生します。）。住宅ローンの借入者から期限前返済を受けた場合、証券発行者は当該期限前返済金を再投資
（貸付け）に用いず、それに相応する投資家の、ジニーメイ・パス・スルー証券の持分が証券の期限前に償還されま

す。したがって、ジニーメイ・パス・スルー証券の期限前償還の増減によって、ジニーメイ・パス・スルー証券の価格も
影響を受けます。

≪ご参考≫ジニーメイ・パス・スルー証券のリスク
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購 入 単 位

購 入 価 額

購 入 代 金

換 金 単 位

換 金 価 額

換 金 代 金

申 込 締 切 時 間

申 込 不 可 日

換 金 制 限

購 入 ・ 換 金 申 込 受 付 の
中 止 及 び 取 消 し

信 託 期 間

繰 上 償 還

決 算 日

収 益 分 配

信 託 金 の 限 度 額

公 告

運 用 報 告 書

課 税 関 係

購 入 時 手 数 料

信 託 財 産 留 保 額

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

そ の 他 の
費 用 ・ 手 数 料

実質的な負担

当ファンドの信託報酬と投資信託証券の運用・管理報酬等を合計した、投資者が実質的に負担する料率は、年1.32％～年
1.51％程度（税込）です。
※実際の負担率は、投資信託証券の組入比率などにより変動します。一部の投資信託証券における名義書換事務代行報酬、保管

銀行報酬等は含まれておりません。

信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、信託財産にかかる監査費用、有価証券の保管費用、等をファンドの信託財産で
ご負担いただきます。
これらの費用等については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができません。
※監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算期末または信託終了のときに投資信託財産から支払わ
れます。その他費用・手数料（監査費用を除きます。）は、その都度、投資信託財産から支払われます。

※ファンドの費用の合計額については、保有期間や運用の状況などにより異なりますので、表示することができません。

1,000億円超の部分 年0.02％ 年0.64％ 年0.04％

投資対象とす
る投資信託証
券

投資信託証券の純資産額に運用・管理報酬等の料率（年0.55％～年0.74％程度）を乗じて得た額とします。
運用・管理報酬等の料率は投資信託証券により異なります。
詳しくは、交付目論見書「投資対象ファンドの概要」をご覧ください。

当ファンド

信託報酬の総額は、日々のファンドの純資産総額に信託報酬率（年0.77％（税抜0.70％））を乗じて得た額とします。
ファンドの信託報酬は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算期末または信託終了のとき信託
財産から支払われます。
信託報酬率（税抜）の配分は各販売会社の純資産残高に応じて以下の通りです。

300億円超500億円以下の部分 年0.21％ 年0.45％ 年0.04％

500億円超1,000億円以下の部分 年0.06％ 年0.60％ 年0.04％

販売会社 受託会社
取扱純資産残高

300億円以下の部分 年0.26％ 年0.40％ 年0.04％

販売会社毎の
委託会社

※購入単位および換金単位、収益分配金の受取方法等は、販売会社によって異なる場合があります。詳しくは販売会社にご確認下さい。

投資者が直接的に負担する費用

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、1.65％（税抜1.5％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額です。購入時手
数料は、商品および投資環境の説明や情報提供、購入に関する事務手続き等のコストの対価として、購入時に販売会社にお支払いいただ
きます。
※収益分配金を再投資する場合は、購入時手数料はかかりません。

ありません。

投資者が投資信託財産で間接的にご負担する費用

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度（NISA）および未成年者少額投資非課税制度（ジュニアNISA）の適用対象です。
※2024年1月1日以降は一定の要件を満たした場合にNISAの適用対象となり、当ファンドは、NISAの適用対象外となります。詳しくは、
　 販売会社にお問い合わせください。
配当控除および益金不算入制度の適用はありません。

原則として午後３時までとします。
ただし、受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意下さい。これらの受付時間を過ぎてからのお申込みは翌営業日の取
扱いとなります。

販売会社の営業日であっても、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の休業日にはお申込みの受付を行いません。

ありません。

委託会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、信託財産の適正な評価ができないと委託会社が判断したときなど
やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止することができます。

無期限（信託設定日：2002年３月26日）

委託会社は、受益権の口数が５億口を下回ることになった場合、ファンドの信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めると
き、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

毎月15日（休業日の場合は、翌営業日）

毎決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。
※販売会社との契約により、収益分配金の再投資が可能です。

１兆円

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

委託会社は、毎年３月および９月の決算時ならびに償還時に、交付運用報告書を作成し、知れている受益者に交付します。

換金申込受付日から起算して、原則として、６営業日目からお支払いします。

１口の整数倍で販売会社が定める単位

購入申込受付日の翌営業日の基準価額

販売会社の指定する日までに販売会社にお支払い下さい。

１口の整数倍で販売会社が定める単位

換金申込受付日の翌営業日の基準価額
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【委託会社、その他の関係法人の概況】

【販売会社】

委 託 会 社 　フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

　金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第417号

　加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、

                一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受 託 会 社 　三菱UFJ信託銀行株式会社

取 扱 販 売 会 社 の 照 会 先 　フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

　https://www.franklintempleton.co.jp  (03)5219-5940 (受付時間　営業日の午前9時～午後5時）

フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第417号）はフランクリン・リソーシズ・インク傘下の資産運用会社です。

※新規申込みの取扱いを中止している場合がありますので、各販売会社にご確認ください。
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販売会社名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品

取引業協会

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社沖縄銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第1号 ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第117号 ○ ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号 ○

株式会社群馬銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第46号 ○ ○

株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第7号 ○

株式会社東北銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社名古屋銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第19号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行

（委託金融商品取引業者　北洋証券株式会社）
登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北國銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第10号 ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○

株式会社SBI新生銀行

（委託金融商品取引業者　株式会社SBI証券

　　　　　　          マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長 （金商） 第3283号 ○ ○ ○

安藤証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第1号 ○

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 〇 〇 〇 〇

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第167号 ○

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

セントラル短資株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第526号 ○
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